
 
 

 
 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不妊治療と仕事の両立についての調査結果 

（厚生労働省）から 

◆晩婚化・晩産化による影響 

人手不足が深刻化していく中、社員の離職はでき

るだけ避けたいものです。各社員の離職の理由は

様々ですが、晩婚・晩産化の傾向も踏まえると、今

後は不妊治療を理由とした離職も増えていくことが

考えられます。 

◆不妊治療と仕事の両立ができずに仕事を辞めた人

は 10.9％ 

厚生労働省では、令和５年度に委託事業「不妊治

療を受けやすい休暇制度等環境整備事業」（委託先：

有限責任監査法人トーマツ）の中で行った、企業お

よび労働者に対する不妊治療と仕事の両立に関する

アンケート調査の結果を公表しています。 

同調査によれば、不妊治療をしたことがあるまたは

近い将来予定していると答えた人の割合は 14.5％、

不妊治療をしたことがあると答えた人のうち、不妊

治療と仕事の両立ができずに仕事を辞めた人は

10.9％に上っています。 

◆実態を把握していない企業が半数 

同調査では、半数以上の企業が、不妊治療を行っ

ている従業員の把握ができていないと答えていま

す。不妊治療をしていることを職場で一切伝えてい

ない人は多いため（同調査では 47.1％）、企業とし

ては不妊治療としていることを知らないまま、気づ

いた時には社員が離職を選んでいたということも少

なくないと思われます。 

◆企業ができる支援 

では、企業としてはどのような支援ができるので

しょうか。同調査では、不妊治療と仕事の両立に関

する従業員への普及啓発を実施していない企業は

95.7％となっていますが、まずは社員への啓発活動

の実施が考えられるところです。 

また、不妊治療を行っている従業員が利用できる柔

軟な働き方を可能とする制度として、 
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「半日単位・時間単位の休暇制度」（82.9％）、「テ

レワーク（在宅勤務）」（52.0％）、「短時間勤務」

（41.3％）などが続きますが、これらの制度は不妊

治療に限らず両立支援のあらゆる場面で活用される

ものです。仕事を続けやすい制度づくりは、今後よ

り一層重要になるでしょう。 
【厚生労働省「令和５年度 不妊治療と仕事の両立に係る諸

問題についての総合的調査」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11910000/001168037.pd
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在宅勤務手当を割増賃金の算定基礎から除外する場

合について通達が出ました 

◆割増賃金の基礎となる賃金 

割増賃金は１時間当たりの賃金を基礎として、そ

れに割増率を乗じることにより算定されますが、基

礎となる賃金に算入しない賃金として、家族手当、

通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨

時に支払われた賃金及び１か月を超える期間ごとに

支払われる賃金が法律に定められています。 

いわゆる在宅勤務手当については、一般的に、在宅

勤務手当が労働基準法上の賃金に該当する場合に

は、割増賃金の基礎となる賃金に算入されます。 

◆在宅勤務手当を割増賃金の基礎に算入しない場合 

ただし、在宅勤務手当が事業経営のために必要な

実費を弁償するものとして支給されていると整理さ

れる場合には、当該在宅勤務手当は賃金に該当せず、

割増賃金の基礎となる賃金への算入は要しません。 

今回の通達によれば、在宅勤務手当が実費弁償とし

て扱われるためには、当該在宅勤務手当は、労働者

が実際に負担した費用のうち業務のために使用した

金額を特定し、当該金額を精算するものであること

が外形上明らかである必要があります。 

◆実費弁償の計算方法 

在宅勤務手当が実費弁償とされるために必要な計

算方法としては、以下の３つの方法が示されていま

す。 

(1) 別添の国税庁「在宅勤務に係る費用負担等に関

するＦＡＱ（源泉所得税関係）」で示されている計

算方法 

(2) (1)の一部を簡略化した計算方法 

(3) 実費の一部を補足するものとして支給する額

の単価をあらかじめ定める方法 

在宅勤務手当を割増賃金の算定基礎から除外する

ことは労働条件の不利益変更に当たりますので、法

律にのっとって労使でよく話し合うようにしまし

ょう。 
【厚生労働省「割増賃金の算定におけるいわゆる在宅勤務手

当の取扱いについて（令和６年４月５日基発 0405 第６号）」】 

本文： 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240409K0010

.pdf 

別添： 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240409K0011

.pdf 

 

５月の税務と労務の手続提出期限［提出先・納付先］ 

10 日 

〇源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

〇雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

15 日 

〇特別農業所得者の承認申請［税務署］ 

31 日 

〇軽自動車税（種別割）納付［市区町村］ 

〇自動車税（種別割）の納付［都道府県］ 

〇健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

〇健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

〇労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

〇外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

〇確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 
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